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「中小企業の会計に関する指針」新旧対照表 

平成 26年２月３日 

 

「中小企業の会計に関する指針（平成24年版）」（最終改正 平成25年２月22日）を以下のように改正する。 

改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

中小企業の会計に関する指針 
（平成25年版） 

 
平成17年８月 １日 

改正 平成18年４月25日 

改正 平成19年４月27日 

改正 平成20年５月 １日 

改正 平成21年４月17日 

改正 平成22年４月26日 

改正 平成23年７月20日 

改正 平成25年２月22日 

最終改正 平成26年２月 ３日 

 

日本公認会計士協会 

日本税理士会連合会 

日 本 商 工 会 議 所 

企業会計基準委員会 

 

中小企業の会計に関する指針 
（平成24年版） 

 
平成17年８月 １日 

改正 平成18年４月25日 

改正 平成19年４月27日 

改正 平成20年５月 １日 

改正 平成21年４月17日 

改正 平成22年４月26日 

改正 平成23年７月20日 

最終改正 平成25年２月22日 

 

 

日本税理士会連合会 

日本公認会計士協会 

日 本 商 工 会 議 所 

企業会計基準委員会 

 

〔貸倒損失・貸倒引当金〕 

18．貸倒引当金 

(1)～(2) (略) 

 

〔貸倒損失・貸倒引当金〕 

18．貸倒引当金 

(1)～(2) 同 左 
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改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

(3) 取立不能見込額は、債務者の財政状態及び経営成績に応じて次のよ

うに区分し、計算する。 

① 原則的な算定方法 

※表は省略 

② 法人税法上の基準による算定方法 

本指針においては、次に掲げる平成23年度税制改正（平成23年12

月改正）前の法人税法の区分に基づいて算定される貸倒引当金繰入限

度額が明らかに取立不能見込額に満たない場合を除き、当該繰入限度

額をもって、当期の貸倒引当金繰入金額とすることができる 4。 

区 分 定 義 繰入限度額 

一括評価 

金銭債権 

個別評価金銭債権以外の

金銭債権 

債権金額に過去３年間の貸倒

実績率又は法人税法に規定す

る法定繰入率を乗じた金額 

個別評価 

金銭債権 

更生計画の認可決定によ

り５年を超えて賦払いに

より弁済される等の法律

による長期棚上げ債権 

債権金額のうち５年を超えて

弁済される部分の金額（担保

権の実行その他により取立て

等の見込みがあると認められ

る部分の金額を除く。） 

債務超過が１年以上継続

し事業好転の見通しのな

い場合等の回収不能債権 

債権金額（担保権の実行その

他により取立て等の見込みが

あると認められる部分の金額

を除く。） 

(3) 取立不能見込額は、債務者の財政状態及び経営成績に応じて次のよ

うに区分し、計算する。 

① 原則的な算定方法 

※表は省略 

② 法人税法上の基準による算定方法 

本指針においては、次に掲げる平成23年度税制改正（平成23年12

月改正）前の法人税法の区分に基づいて算定される貸倒引当金繰入限

度額が明らかに取立不能見込額に満たない場合を除き、当該繰入限度

額をもって、当期の貸倒引当金繰入金額とすることができる 4。 

区 分 定 義 繰入限度額 

一括評価 

金銭債権 

個別評価金銭債権以外の

金銭債権 

債権金額に過去３年間の貸倒

実績率又は法人税法に規定す

る法定繰入率を乗じた金額 

個別評価 

金銭債権 

更生計画の認可決定によ

り５年を超えて賦払いに

より弁済される等の法律

による長期棚上げ債権 

債権金額のうち５年を超えて

弁済される部分の金額（担保

権の実行その他により取立て

等の見込みがあると認められ

る部分の金額を除く。） 

債務超過が１年以上継続

し事業好転の見通しのな

い場合等の回収不能債権 

債権金額（担保権の実行その

他により取立て等の見込みが

あると認められる部分の金額

を除く。） 
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改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

破産手続、更生手続等の開

始申立てや手形取引停止

処分があった場合等にお

ける金銭債権 

 

債権金額（実質的に債権と見

られない部分の金額及び担保

権の実行、金融機関等による

保証債務の履行その他により

取立て等の見込みがあると認

められる部分の金額を除く。）

の50％相当額 

 

 

破産申立て、更生手続等

の開始申立てや手形取引

停止処分があった場合等

における金銭債権 

 

債権金額（実質的に債権と見

られない部分の金額及び担保

権の実行、金融機関等による

保証債務の履行その他により

取立て等の見込みがあると認

められる部分の金額を除く。）

の50％相当額 

 

 

〔繰延資産〕 

42．一時償却 

(1) (略) 

 

(2) 本指針においては、次の場合には、一時に償却しなければならない

ものとして取り扱う。 

① 他の者の有する固定資産を利用するために支出した費用で資産

として繰り延べたものについて、当該固定資産に次の事実が生じた

場合 

ア．～エ． (略) 

② (略) 

 

〔繰延資産〕 

42．一時償却 

(1) 同 左 

 

(2) 本指針においては、次の場合には、一時に償却しなければならない

ものとして取り扱う。 

① 他の者の有する固定資産を利用するために支出した費用で資産

として繰り延べたものについて、次の事実が生じた場合 

 

ア．～エ． 同 左 

② 同 左 

 

〔退職給付債務・退職給付引当金〕 

53．確定給付型退職給付債務の会計処理－原則法 

退職時に見込まれる退職給付の総額のうち、期末までに発生してい

ると認められる額を一定の割引率及び予想残存勤務期間に基づいて割

〔退職給付債務・退職給付引当金〕 

53．確定給付型退職給付債務の会計処理－原則法 

退職時に見込まれる退職給付の総額のうち、期末までに発生してい

ると認められる額を一定の割引率及び予想残存勤務期間に基づいて割
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改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

引計算した退職給付債務に、未認識過去勤務費用及び未認識数理計算

上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した額を退職給付に係

る負債（退職給付引当金）として計上する。 

 

【関連項目】 
会社計算規則第６条第２項第１号イ 

退職給付に関する会計基準（企業会計基準第26号） 

退職給付に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第25号） 

 

引計算した退職給付債務に、未認識過去勤務債務及び未認識数理計算

上の差異を加減した額から年金資産の額を控除した額を退職給付に係

る負債（退職給付引当金）として計上する。 

 
【関連項目】 
会社計算規則第６条第２項第１号イ 

退職給付に係る会計基準（企業会計審議会） 

退職給付会計に関する実務指針（中間報告）（会計制度委員会報告第13

号） 

〔税効果会計〕 

63．回収可能性についての判断基準 

(1)～(4) (略) 

 
 

期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を当期

及び過去３年以上計上しているか 

Yes 

回
収
可
能
性
が
あ
る 

 

 No    
 

業績は安定してお

り、将来も安定が

見込まれるか 

 

Yes 
将来減算一時差異の合計額が過去３

年間の課税所得の合計額の範囲内か 

 

Yes 

  

 No        No  

 

過去連続して重要

な税務上の欠損金

を計上しているか 

 

No 

スケジュー

リングは行

っているか 

 

 

Yes 

合理的なスケジ

ューリングによ

る課税所得の範

囲内か 

Yes 

   

〔税効果会計〕 

63．回収可能性についての判断基準 

(1)～(4) 同 左 

 
 

期末における将来減算一時差異を上回る課税所得を当期及び過

去３年以上計上しているか 

Yes 

回
収
可
能
性
が
あ
る 

 

 No    
 

業績は安定してお

り、将来も安定が

見込まれるか 

 

Yes 
将来減算一時差異の合計額が過去３

年間の課税所得の合計額の範囲内か 

 

Yes 

  

 No        No  

 

過去連続して重要

な税務上の欠損金

を計上しているか 

 

No 

スケジュー

リングは行

っているか 

 

 

Yes 

合理的なスケジ

ューリングによ

る課税所得の範

囲内か 

Yes 

   



- 5 - 

改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

 Yes    No                No 

回収可能性はない 

 

【関連項目】 
会社計算規則第74条第３項第１号タ、第４号ホ、第75条第２項第１号チ、

第２号ホ、第83条、第93条第１項第２号、第107条 

税効果会計に係る会計基準（企業会計審議会） 

個別財務諸表における税効果会計に関する実務指針（会計制度委員会報

告第10号） 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い（監査委員会

報告第66号） 

 

 Yes    No                No 

回収可能性はない 

 

【関連項目】 
会社計算規則第74条第３項第１号タ、第４号ニ、第75条第２項第１号チ、

第２号ニ、第83条、第93条第１項第２号、第107条 

税効果会計に係る会計基準（企業会計審議会） 

個別財務諸表における税効果会計に関する実務指針（会計制度委員会報

告第10号） 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い（監査委員会

報告第66号） 

 

〔純資産〕 

68．剰余金 

剰余金は、払込資本を構成する資本剰余金と留保利益を表す利益剰余

金に区分する。 
 
(1) (略) 

 

(2) 利益剰余金 

利益剰余金は、利益を源泉とする剰余金（すなわち利益の留保額）であ

り、以下の２つに区分される。 
① (略) 

② その他利益剰余金 

その他利益剰余金のうち、任意積立金（会社が独自の判断で積み

〔純資産〕 

68．剰余金 

剰余金は、払込資本を構成する資本剰余金と留保利益を表す利益剰余

金に区分する。 
 
(1) 同 左 

 

(2) 利益剰余金 

利益剰余金は、利益を源泉とする剰余金（すなわち利益の留保額）であ

り、以下の２つに区分される。 
① 同 左 

② その他利益剰余金 

その他利益剰余金のうち、任意積立金（会社が独自の判断で積み
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改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

立てるもので、特に目的を限定しない別途積立金、目的を限定した

修繕積立金等、及び税法上の特例を利用するために設ける圧縮積立

金や特別償却準備金等）のように、株主総会又は取締役会の決議に

基づき設定される項目については、その内容を示す項目をもって区

分し、それ以外については、「繰越利益剰余金」に区分する。 

なお、株主資本等変動計算書において、当期首のその他利益剰余

金に当期純損益や配当額などの当期の変動額を加減して当期末の

その他利益剰余金が示される。 

 

立てるもので、特に目的を限定しない別途積立金、目的を限定した

修繕積立金等、及び税法上の特例を利用するために設ける圧縮積立

金や特別償却準備金等）のように、株主総会又は取締役会の決議に

基づき設定される項目については、その内容を示す項目をもって区

分し、それ以外については、「繰越利益剰余金」に区分する。 

なお、株主資本等変動計算書において、前期末のその他利益剰余

金に当期純損益や配当額などの当期の変動額を加減して当期末の

その他利益剰余金が示される。 

 

〔外貨建取引等〕 

79．会計処理と法人税法上の取扱い 

会計処理が特殊な項目を除き決算時の為替相場により換算するのに

対して、法人税法は外貨建資産等の期末換算に関して、下記表 16 の通

り、外貨建資産等を一年基準により短期と長期とに分類した上で、期末

換算の方法を規定している。 
しかし、外貨建その他有価証券を除き、換算方法等を税務署長に届け

出ることにより、本指針の会計処理と法人税法上の取扱いを一致させる

ことができる。 
 

外貨建資産等の区分 会計上の換算方法 法人税法上の換算方法 

外国通貨 
決算時の為替相場

により換算 

期末時換算法 

外
貨

預
金 

短期外貨預金 
期末時換算法（法定換算

方法）又は発生時換算法 

〔外貨建取引等〕 

79．会計処理と法人税法上の取扱い 

会計処理が特殊な項目を除き決算時の為替相場により換算するのに

対して、法人税法は外貨建資産等の期末換算に関して、外貨建資産等を

一年基準により短期と長期とに分類した上で、期末換算の方法を規定し

ている。 
しかし、外貨建その他有価証券を除き、換算方法等を税務署長に届け

出ることにより、本指針の会計処理と法人税法上の取扱いを一致させる

ことができる。 
 

外貨建資産等の区分 会計上の換算方法 法人税法上の換算方法 

外国通貨 
決算時の為替相場

により換算 

期末時換算法 

外
貨

預
金 

短期外貨預金 
期末時換算法（法定換算

方法）又は発生時換算法 
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改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

上記以外のもの 

期末時換算法又は発生

時換算法（法定換算方

法） 

外
貨
建
債
権
債
務 

短期外貨建債権

債務 

決算時の為替相場

により換算（ただ

し、旧商法による

転換社債について

は、発行時の為替

相場） 

期末時換算法（法定換算

方法）又は発生時換算法 

上記以外のもの 
発生時換算法（法定換算

方法）又は期末時換算法 

外
貨
建
有
価
証
券 

売買目的有価証

券 

期末時価を決算時

の為替相場により

換算 

期末時換算法 

売

買

目

的

外

有

価

証

券 

償還期限

及び償還

金額のあ

るもの 

（満期保有

目的） 

取得原価又は償却

原価を決算時の為

替相場により換算 

発生時換算法（法定換算

方法）又は期末時換算法 
償還期限

及び償還

金額のあ

るもの 

（満期保

有目的外）

17 

期末時価を決算時

の為替相場により

換算（原則：換算

差額は純資産の部

に計上、例外：換

算差額は当期の損

益） 

上記以外のもの 

期末時換算法又は発生

時換算法（法定換算方

法） 

外
貨
建
債
権
債
務 

短期外貨建債権

債務 

決算時の為替相場

により換算（ただ

し、旧商法による

転換社債について

は、発行時の為替

相場） 

期末時換算法（法定換算

方法）又は発生時換算法 

上記以外のもの 
発生時換算法（法定換算

方法）又は期末時換算法 

外
貨
建
有
価
証
券 

売買目的有価証

券 

期末時価を決算時

の為替相場により

換算 

期末時換算法 

売

買

目

的

外

有

価

証

券 

償還期限

及び償還

金額のあ

るもの 

（満期保有

目的） 

取得原価又は償却

原価を決算時の為

替相場により換算 

発生時換算法（法定換算

方法）又は期末時換算法 
償還期限

及び償還

金額のあ

るもの 

（満期保

有目的外）

（注２） 

期末時価を決算時

の為替相場により

換算（原則：換算

差額は純資産の部

に計上、例外：換

算差額は当期の損

益） 
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改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

償還期限

及び償還

金額のな

いもの 

（株式）18 

 

期末時価を決算時

の為替相場により

換算（換算差額は

純資産の部に計

上） 発生時換算法 

子会社株

式及び関

連会社株

式 

取得原価を取得時

の為替相場により

換算 

 
 
 
 
 
 
 
 

16 外貨建債権、外貨建債務、外貨建有価証券、発生時換算法及び期
末時換算法とは、原則として、法人税法第61条の８《外貨建取引の

換算》第１項及び同法第61条の９《外貨建資産等の期末換算差益又

は期末換算差損の益金又は損金算入等》第１項に定めるものをいう。

また、保有期間等が１年超であるか否かについては、期末時点で判

定する。 
17 会計上は「その他有価証券」である。 

償還期限

及び償還

金額のな

いもの 

（株式）

（注２） 

期末時価を決算時

の為替相場により

換算（換算差額は

純資産の部に計

上） 発生時換算法 

子会社株

式及び関

連会社株

式 

取得原価を取得時

の為替相場により

換算 

（注１）外貨建取引、外貨建債権、外貨建債務、外貨建有価証券、発生時

換算法及び期末時換算法とは、原則として、法人税法第61条の

８《外貨建取引の換算》第１項及び同法第61条の９《外貨建資

産等の期末換算差益又は期末換算差損の益金又は損金算入等》第

１項に定めるものをいう。 

また、保有期間等が１年超であるか否かについては、期末時点で

判定する。 

（注２）会計上は「その他有価証券」である。 

（脚注追加） 
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18 同上。 
 

〔組織再編の会計〕 

80．企業結合会計 

(1) (略) 

 

(2) 資産及び負債の受入れに関する会計処理 

企業結合が取得と判定された場合には、結合企業は被結合企業（吸

収合併消滅会社、吸収分割会社、新設分割会社、事業譲渡会社など）

から受け入れる資産及び負債に企業結合日の時価を付さなければな

らない。ただし、取得と判定された場合であっても、結合企業（取得

企業）が受け入れる資産及び負債について、以下のいずれかの要件を

満たす場合には、被結合企業（被取得企業）の適正な帳簿価額を付す

ことができる。 

① 企業結合日の時価と被結合企業の適正な帳簿価額との間に重要

な差異がないと見込まれるとき 

② 時価の算定が困難なとき 

また、取得以外の企業結合の場合には、被結合企業の適正な帳簿価

額を付さなければならない。ここで、適正な帳簿価額とは、一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行を斟酌

して算定された帳簿価額をいう。したがって、企業会計の基準等に照

らして帳簿価額に誤りがある場合には、その引継ぎに際して修正を行

うことになる。 

結合企業が受け入れる資産及び負債を時価以下の範囲で適宜に評

価替えするような会計処理は認められない。 

〔組織再編の会計〕 

80．企業結合会計 

(1) 同 左 

 

(2) 資産及び負債の受入れに関する会計処理 

企業結合が取得と判定された場合には、結合企業は被結合企業（吸

収合併消滅会社、吸収分割会社、新設分割会社、事業譲渡会社など）

から受け入れる資産及び負債に企業結合日の時価を付さなければな

らない。ただし、取得と判定された場合であっても、結合企業（取得

企業）が受け入れる資産及び負債について、以下のいずれかの要件を

満たす場合には、被結合企業（被取得企業）の適正な帳簿価額を付す

ことができる。 

① 企業結合日の時価と被結合企業の適正な帳簿価額との間に重要

な差異がないと見込まれるとき 

② 時価の算定が困難なとき 

また、取得以外の企業結合の場合には、被結合企業の適正な帳簿価

額を付さなければならない。ここで、適正な帳簿価額とは、一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行を斟酌

して算定された帳簿価額をいう。したがって、企業会計の基準等に照

らして帳簿価額に誤りがある場合には、その引継ぎに際して修正を行

うことになる。 

このように、結合企業が受け入れる資産及び負債を時価以下の範囲

で適宜に評価替えするような会計処理は認められない。 
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(3)～(5) (略) 
 

 
(3)～(5) 同 左 
 

〔個別注記表〕 

個別注記表の例示 

（会計監査人設置会社以外の株式会社（公開会社を除く。）の個別注記表の

場合） 

１．この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成していま

す。 

 

２．重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

ア 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定して

います。） 

イ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用しています。ただし、原材料

は最終仕入原価法を採用しています。 

（会計方針の変更） 

〔個別注記表〕 

個別注記表の例示 

（会計監査人設置会社以外の株式会社（公開会社を除く。）の個別注記表の

場合） 

１．この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成していま

す。 

 

２．重要な会計方針 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

ア 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定して

います。） 

イ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）を採用しています。ただし、原材料

は最終仕入原価法を採用しています。 

（会計方針の変更） 
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従来商品については最終仕入原価法による原価法を採用してい

ましたが、当期から総平均法による原価法に変更しました。この

変更による影響は軽微です。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く。）は定額法）を採用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、平成24年４月１日以後に取得した有形

固定資産について、平成23年度改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法（250％定率法から200％定率法）に変更しています。こ

れにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ

○○百万円増加しています。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

従来商品については最終仕入原価法による原価法を採用してい

ましたが、当期から総平均法による原価法に変更しました。この

変更による影響は軽微です。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属

設備を除く。）は定額法）を採用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当期より平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しています。これにより、営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ○○百万円減少しています。 

 

② 無形固定資産 

定額法を採用しています。 

有形固定資産の各項目別の主な耐用年数についても記載することが考

えられます。 
この場合には、以下のような記載を追加することが考えられます。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物        ○年～○年 
構築物       ○年～○年 
機械及び装置    ○年～○年 
工具、器具及び備品 ○年～○年 

有形固定資産の各項目別の主な耐用年数についても記載することが考

えられます。 
この場合には、以下のような記載を追加することが考えられます。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物        ○年～○年 
構築物       ○年～○年 
機械及び装置    ○年～○年 
工具、器具及び備品 ○年～○年 
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(3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権について法人税法の規定による法定

繰入率により計上するほか、個々の債権の

回収可能性を勘案して計上しています。 

賞与引当金     従業員の賞与支給に備えるため、支給見込

額の当期負担分を計上しています。 

退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、退職金規

程に基づく期末要支給額により計上してい

ます。 

（特則を適用している場合） 

なお、未償却の適用時差異残高は、×××千

円（残存償却年数×年）であります。 

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

① リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権について法人税法の規定による法定

繰入率により計上するほか、個々の債権の

回収可能性を勘案して計上しています。 

賞与引当金     従業員の賞与支給に備えるため、支給見込

額の当期負担分を計上しています。 

退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、退職金規

程に基づく期末要支給額により計上してい

ます。 

（特則を適用している場合） 

なお、未償却の適用時差異残高は、×××千

円（残存償却年数×年）であります。 

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

① リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。 

無形固定資産の各項目別の主な耐用年数についても記載することが

考えられます。 

この場合には、以下のような記載を追加することが考えられます。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア ○年～○年 

のれん         ○年～○年 

無形固定資産の各項目別の主な耐用年数についても記載することが

考えられます。 

この場合には、以下のような記載を追加することが考えられます。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

自社利用のソフトウェア ○年～○年 

のれん         ○年～○年 
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なお、未経過リース料総額は、×××千円であります。 

② 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式（又は税込方式）によってい

ます。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額           ×××千円 

 

４．重要な後発事象に関する注記 

平成×年×月×日開催の取締役会において、○○○を決議いたしまし

た。 
これによる影響額は、×××千円であります。 

  
 

なお、未経過リース料総額は、×××千円であります。 

② 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式（又は税込方式）によってい

ます。 

 

３．貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額           ×××千円 

 

４．重要な後発事象に関する注記 

平成×年×月×日開催の取締役会において、○○○を決議いたしまし

た。 
これによる影響額は、×××千円であります。 

  
 

〔決算公告と貸借対照表及び損益計算書並びに株主資本等変動計算書の例示〕 

貸借対照表の例示 

貸借対照表（平成××年×月×日現在） 

資産の部  負債の部  

流動資産  流動負債  

   現金及び預金 ×××   支払手形 ××× 

   受取手形 ×××   買掛金 ××× 

   売掛金 ×××   短期借入金 ××× 

   有価証券 ×××   未払金 ××× 

   商品及び製品 ×××   リース債務 ××× 

   短期貸付金 ×××   未払法人税等 ××× 

   前払費用 ×××   賞与引当金 ××× 

〔決算公告と貸借対照表及び損益計算書並びに株主資本等変動計算書の例示〕 

貸借対照表の例示 

貸借対照表（平成××年×月×日現在） 

資産の部  負債の部  

流動資産  流動負債  

   現金及び預金 ×××   支払手形 ××× 

   受取手形 ×××   買掛金 ××× 

   売掛金 ×××   短期借入金 ××× 

   有価証券 ×××   未払金 ××× 

   製品及び商品 ×××   リース債務 ××× 

   短期貸付金 ×××   未払法人税等 ××× 

   前払費用 ×××   賞与引当金 ××× 
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   繰延税金資産 ×××   繰延税金負債 ××× 

   その他 ×××   その他 ××× 

   貸倒引当金 △××    流動負債合計 ××× 

    流動資産合計 ××× 固定負債  

固定資産  社債 ××× 

（有形固定資産）    長期借入金 ××× 

   建物 ××× リース債務 ××× 

   構築物 ×××   退職給付引当金 ××× 

   機械及び装置 ×××   繰延税金負債 ××× 

工具、器具及び備品 ×××    その他 ××× 

リース資産 ×××    固定負債合計 ××× 

   土地 ××× 負債合計 ××× 

   建設仮勘定 ××× 純資産の部  

その他 ××× 株主資本  

（無形固定資産）  資本金 Ａ 

   ソフトウェア ××× 資本剰余金  

   のれん ×××    資本準備金 Ｂ 

   その他 ×××    その他資本剰余金 Ｃ 

（投資その他の資産）     資本剰余金合計 Ｄ 

   関係会社株式 ×××   利益剰余金  

   投資有価証券 ×××    利益準備金 Ｅ 

   出資金 ×××    その他利益剰余金 ××× 

   長期貸付金 ×××     ××積立金 Ｆ 

長期前払費用 ×××     繰越利益剰余金 Ｇ 

   繰延税金資産 ×××    利益剰余金合計 Ｈ 

その他 ×××   自己株式 △Ｉ 

   繰延税金資産 ×××   繰延税金負債 ××× 

   その他 ×××   その他 ××× 

   貸倒引当金 △××    流動負債合計 ××× 

    流動資産合計 ××× 固定負債  

固定資産  社債 ××× 

（有形固定資産）    長期借入金 ××× 

   建物 ××× リース債務 ××× 

   構築物 ×××   退職給付引当金 ××× 

   機械及び装置 ×××   繰延税金負債 ××× 

工具、器具及び備品 ×××    その他 ××× 

リース資産 ×××    固定負債合計 ××× 

   土地 ××× 負債合計 ××× 

   建設仮勘定 ××× 純資産の部  

その他 ××× 株主資本  

（無形固定資産）  資本金 Ａ 

   ソフトウェア ××× 資本剰余金  

   のれん ×××    資本準備金 Ｂ 

   その他 ×××    その他資本剰余金 Ｃ 

（投資その他の資産）     資本剰余金合計 Ｄ 

   関係会社株式 ×××   利益剰余金  

   投資有価証券 ×××    利益準備金 Ｅ 

   出資金 ×××    その他利益剰余金 ××× 

   長期貸付金 ×××     ××積立金 Ｆ 

長期前払費用 ×××     繰越利益剰余金 Ｇ 

   繰延税金資産 ×××    利益剰余金合計 Ｈ 

その他 ×××   自己株式 △Ｉ 
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貸倒引当金 △×× 株主資本合計 Ｊ 

固定資産合計 ××× 評価・換算差額等  

繰延資産 ×××    その他有価証券評価差額金 Ｋ 

   評価・換算差額等合計 Ｌ 

  新株予約権 Ｍ 

  純資産合計 Ｎ 

資産合計 ××× 負債・純資産合計 ××× 

 

損益計算書の例示 

※表は省略 

注：貸借対照表のＡ～Ｎ及び損益計算書のＱの各項目の金額は、株主

資本等変動計算書の各「当期末残高」欄の金額及び「当期純利益」

と一致することになる。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記の例示 

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関す

る事項 
（単位：千株） 

 当期首株式数 当期末株式数 摘 要 

発行済株式    

普通株式 420,000 460,000 注１ 

合 計 420,000 460,000  

自己株式    

普通株式 1,000 3,100 注２ 

合 計 1,000 3,100  
 

貸倒引当金 △×× 株主資本合計 Ｊ 

固定資産合計 ××× 評価・換算差額等  

繰延資産 ×××    その他有価証券評価差額金 Ｋ 

   評価・換算差額等合計 Ｌ 

  新株予約権 Ｍ 

  純資産合計 Ｎ 

資産合計 ××× 負債・純資産合計 ××× 

 

損益計算書の例示 

※表は省略 

注：貸借対照表のＡ～Ｎ及び損益計算書のＱの各項目の金額は、株主

資本等変動計算書の各「当期末残高」欄の金額と一致することに

なる。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記の例示 

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関す

る事項 
（単位：千株） 

 前期末株式数 当期末株式数 摘 要 

発行済株式    

普通株式 420,000 460,000 注１ 

合 計 420,000 460,000  

自己株式    

普通株式 1,000 3,100 注２ 

合 計 1,000 3,100  
 

〔今後の検討事項〕 〔今後の検討事項〕 
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改正指針（平成26年２月３日） 旧指針（平成25年２月22日） 

89．資産除去債務 

 

有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じるその

有形固定資産の除去に関する法律上の義務及びこれに準ずるものは、会

社法上、資産除去債務として負債の部に計上しなければならない(会社

計算規則第２条第３項第56号、第75条第２項第１号ヌ、同項第２号チ)。

また、企業会計においても「資産除去債務に関する会計基準」(企業会

計基準第18号)が公表されており、原則として平成22年４月１日以後開

始する事業年度から適用されている。本指針における資産除去債務の取

扱いについては、今後の我が国における企業会計慣行の成熟を踏まえつ

つ、引き続き検討することとする。 

 

以  上 

89．資産除去債務 

 

有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用によって生じるその

有形固定資産の除去に関する法律上の義務及びこれに準ずるものは、会

社法上、資産除去債務として負債の部に計上しなければならない(会社

計算規則第２条第３項第56号、第75条第２項第１号ヌ、同項第２号ト)。

また、企業会計においても「資産除去債務に関する会計基準」(企業会

計基準第18号)が公表されており、原則として平成22年４月１日以後開

始する事業年度から適用されている。本指針における資産除去債務の取

扱いについては、今後の我が国における企業会計慣行の成熟を踏まえつ

つ、引き続き検討することとする。 

 

以  上 

 
 

以  上 


